
H28.4
津山市経済政策課



１）「地域にとって望ましい公共交通網のすがた」を明らかにする
「マスタープラン（ビジョン＋事業体系を記載するもの）」
① 状況把握、分析
② 公共交通の今後の方向性決定
③ 事業評価の手法など etc.

「地域公共交通網形成計画」とはなにか？

２）国が策定する基本方針に基づき、地方公共団体が協議会を開催し、
交通事業者等との協議の上で策定する。
≪協議会の構成員≫
学識経験者、利⽤者、道路管理者、
公共交通事業者、公安委員会、市町村

３）まちづくりと連携し、かつ面的な公共交通ネットワークを再構築するため
に実施する事業（地方公共交通に関する様々な取組）について記載。
≪関連する計画等≫
総合計画、⽴地適正化計画、福祉計画
まちづくり計画、市街地活性化計画 etc.



なぜ「地域公共交通網形成計画」が必要なのか？
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高齢化に伴う人口減少
ﾓｰﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝの伸展

津山市の公共交通の現状
いままでの公共交通計画、

再編実施の状況

H22.3
「津山市地域公共交通総合連携計画」
（津山市の公共交通のマスタープラン）
を策定（計画期間H22〜H24）

H25.3
計画に基づき、再編実施を完了、計画終了。

H25.4〜H27
国庫の運⾏補助申請時に策定する
「地域公共交通確保維持改善計画」(地域内
フィーダー系統確保維持計画）をもって、津山
市の公共交通計画として代用。

現在、津山市としての公共交
通のマスタープランはない！

利⽤者減少から⾒る、需要予測や
公共交通の方向性決定が必要！

「⽴地適正化計画」「中⼼市街地活性
化基本計画」等に密接な関連があり、
公共交通のマスタープランが必要！

地域公共交通網形成計画の策定



「地域公共交通網形成計画」策定体制
策定にむけて組織の改編

〜H28.2

津山市地域
公共交通会議

「道路運送法施⾏規則 第九条の二及び第九条の三」
に規定する協議会
⇒ 地域住⺠の⽣活に必要な旅客輸送の確保その他

の旅客の利便の増進を図るために
必要な一般乗合旅客⾃動⾞運送事業及び第四十九条第
一号に規定する市町村運営有償運送に関する協議を⾏
うために一又は複数の市町村⻑（特別区の区⻑を含
む。以下同い。）又は都道府県知事が主宰する会議
（地域住⺠のために、公共交通の運⾏や料⾦などに関
する事項を協議する会議体）

地域公共交通活性化及
び再生に関する協議会

公共交通網形成計画策定のため協議会

「地域公共交通の活性化及び再⽣に関する法律 第六条」
に規定する協議会
⇒ 地域公共交通網形成計画を作成しようとする地方公

共団体は、地域公共交通網形成計画の作成及び実施に関し
必要な協議を⾏うための協議会を組織することができる。
（公共交通のマスタープランを協議するための会議体）

現在の地域
公共交通会議
要綱を改正
し、「地域公
共交通活性化

及び
再生に関する
協議会」の権
能を、地域公
共交通会議に
付与する。

H28.3〜
(新）津山市地域
公共交通会議

策定体制

津山市

幹
事
会

美作大学、岡山大学、中鉄北部バス
㈱、タクシー協会津山支部、津山市
（総合企画部、福祉健康部、産業経
済部、都市建設部、地域振興部、学
校教育部など関係課⻑を予定）

・方向性の検討
・素案作成 など

美作⼤学、岡⼭⼤学、連合町内会防犯部⻑
中鉄北部バス㈱、タクシー協会津⼭⽀部、ＪＲ⻄⽇本
私鉄中国地⽅労働組合中鉄北部バス⽀部、市⺠公募委員
津山タクシー労働組合、岡山運輸支局、 津山警察署
岡山県県⺠⽣活交通課、美作県⺠局建設部、副市⻑（会⻑）

分
科
会

(案)美作大学、岡山大学、連合町内会
⽼⼈クラブ代表、社会福祉協議会
地域住⺠、公募委員などを検討

・地域、利⽤者からの
意⾒提⾔

・調査実施の協⼒ など

津山市
地域
公共
交通
会議

・計画策定業者の決定
・計画に関する協議

計画案の
報告

組織

連携・調整

・計画策定
・国への報告



「地域公共交通網形成計画」策定スケジュール（案）
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国手続き等

国手続き等

平成２８年度

内部手続き

平成２９年度

公共交通会議

幹事会

９月
平成２８年度

２月
平成２７年度

１０月 １１月 １２月 １月 ２月

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

３月

計画策定

計画策定

プロポ選定委員

項 目

項 目

内部手続き

公共交通会議

幹事会

2/29 法定協議会の権限を公共
交通会議へ付与

国交省 計画
策定補助⾦
交付申請

5⽉中〜下旬
国交省計画策定
補助⾦交付決定

国交省
補助⾦交付
予定

4月10日まで
国交省へ計画
策定完了報告

3/18
企画調整会議
概要報告

1月~2月
・素案パブリックコメント

4月1日
計画公表

市⺠委員公募（⽋員分）
2/25~3/17

この間ひと月に1回程度で会議を
開催し、進捗報告

4/6
・概要説明・ｽｹｼﾞｭｰﾙ
・交付申請
・ﾌﾟﾛﾎﾟ素案審議

4月中旬
・交通会議提出
プロポ案決定

この間、随時会議を開催し、
方向性決定・計画案作成

11月上旬
・素案

公共交通会議へ付議

3月上旬
・最終案
公共交通会議へ付議

4/6
・委嘱・概要説明
・ｽｹｼﾞｭｰﾙ・交付申請
・ﾌﾟﾛﾎﾟ選定委員決定

4/28
・ﾌﾟﾛﾎﾟ案承認

4/27
プロポ指名
委員会付議

5/18頃
・書類審査

６月上旬
・ﾌﾟﾚｾﾞﾝ審査
・相手方決定

6月上旬
・業者決定報告
・決定後スケジュールの報告

6月上旬

・決定業者と調整

5/2
プロポ
告示

６/29
指名委員会
報告

６月
上旬
決定

3月上旬
・最終案 承認

11月上旬
・素案 承認

企画調整会議、政策会議、
庁議への素案 付議

幹事会と調整しながら
調査方針の決定

OD調査、アンケート調査
その他各種調査 分科会、意⾒交換会等

素案作成 計画作成



「地域公共交通網形成計画」に記載しなければならない必須事項
① 持続可能な地域公共交通網の形成に資する
地域公共交通の活性化及び再生の推進に関
する基本的な方針

② 計画の区域

③ 計画の目標

④ ③の⽬標を達成するために⾏う事業・実施
主体

⑥ 計画期間

⑦ その他計画の実施に関し地方公共団体が必要
と認める事項

〔記載に努める事項〕
都市機能の増進に必要な施設の⽴地の適正化に関する施策との連携。 ⇒ ⽴地適正化計画など
その他の持続可能な地域公共交通網の形成に際し配慮すべき事項。

目指すべき将来像と、その中で公共交通が目指すべき役割を明
確化し、取組の方向性を定めます。まちづくり、観光振興等の
様々な分野との連携を整理します。
⇒「誰のために」「どんな公共交通を」「どの地域で」

津山市域内

基本方針に沿って目標設定します。
⇒「誰のため（高齢者、学生、観光客、通勤？）」
⇒「どんな公共交通（ＪＲ、タクシー、乗合バス？）」
⇒「どの地域（中心市街地、過疎地、公共交通空白地？）」

⑤ 計画の達成状況の評価に関する事項

目標達成のために
⇒ 提供されるべき公共交通サービスの全体像の決定
⇒ 具体的なサービス水準の決定
⇒ だれが実施するか（実施主体）を整理します。

達成状況の評価計画と評価を踏まえた⾒直し⽅針を⽴てます。
⇒ 単にPDCAサイクル等を明記するだけでなく、手法や
定量的な基準を定める。

平成２９年４⽉１⽇〜平成３３年３⽉３１⽇ ４ヶ年予定
（平成３２年度に評価、再計画が必須）



旧市内北部のバス路線
コミュニティバスは走っておらず、
民間路線が錯綜した、路線、時刻で
運行している。

交通結節点の見直し、検討
バスセンター廃止、駅前バスブースへ結節
点が移動予定（Ｈ28年度末）。市内路線のみ
ならず、幹線系統にも影響。

旧市内南部の公共交通の模索
利用者がいないため、デマンド交通
は廃止。一方で、旧市内では数少な
い公共交通空白地である。

「ごんご小循環線のあり方」
利用者が低迷しており、（1便当たり
の利用者数1.7名）利用者のニーズ
や路線を調査し、今後の在り方の検
討が必要。

は幹線系統路線

幹線系統の利用減少と交通結節点
広域を結ぶ幹線系統路線は、利用減
少が顕著であり、路線見直しや乗り継
ぎ拠点の整備の検討が必要である。

資料（津⼭市の路線バスの現状）


